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１ 経緯

窓口キャッシュレス収納の概要等について説明するとともに、電子申請によるキャッシュ
レス収納の推進を要請
⇒知事 まだ電子申請ができていない手続について共有し、何がネックになっているか議論

したい。

令和5年11月に実施した電子申請・電子収納に関する庁内照会の結果を踏まえた追加調査の
実施を説明

「使用料または手数料の収納を伴う申請手続の状況に関する追加調査について（令和6年4
月24日付滋管第249号）」

令
和
６
年
４
月

●庁議の経緯・概要

県民の利便性の向上および業務の効率化を図るため、以下の基本的な方針を示す
①可能な限り⇒電子申請×電子決済の拡大・標準化
②残る紙申請への対応⇒窓口収納のキャッシュレス化
③キャッシュレス決済を利用しない方への配慮⇒現金による収納方法も確保

令
和
５
年
９
月

令
和
６
年
３
月
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２ 追加調査の結果

手続数 うち電子化済 うち電子化未 電子化対応率

追加調査
（※1）

６８２件 ３８件
しがネット１９件
上記以外１９件

６４４件
申請と同時に収納を行う

手続６１２件

５.６%

前回調査
（※2）

６７５件 ２１件
しがネット１１件
上記以外１０件

６５４件
申請と同時に収納を行う

手続６０８件

３.１%

増減 ＋７件 ＋１７件 △１０件 ＋２.５ポイント

※1 使用料または手数料の収納を伴う申請手続の状況に関する追加調査について（令和6年4月24日付滋管第249号）

※2 使用料または手数料の収納を伴う申請手続の状況に関する調査について（令和5年11月17日付滋管第587号）
●手続数と電子化対応率について
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申請件数 （年間200件以上） 申請件数 （年間200件未満）

電子申請・電子収納

と回答があったもの
追加調査【２４２件】
前回調査【９５件】

追加調査【３０件】
前回調査【１８件】

追加調査【２１２件】
前回調査【７７件】

と回答があったもの
追加調査【３７０件】
前回調査【５１３件】

追加調査【７５件】
前回調査【９２件】

追加調査【２９５件】
前回調査【４２１件】

●電子化未のうち、申請と同時に収納を行う手続について

多 少

可

不可

電子申請・電子収納可の件数増の要因
・国主導の専用システムの利用開始の予定
・電子化に向けた再検証

２ 追加調査の結果
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導入可能時期 令和６年度 令和７年度 令和８年度以降 未定

件数 １３件 １２８件 ５０件 ５１件

●電子申請・電子収納可の手続について

〇導入可能時期

２ 追加調査の結果
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●電子化移行不可の理由・要因（複数回答可）

不可の理由 合計
手続の根拠規定

法令 条例 その他

添付書類で原本を徴する必要 201 153 13 35

対面による本人確認が必要 116 55 0 61

対面での指導が必要（面接、検査等） 104 17 10 77

外部委託を継続する必要がある 47 9 0 38

添付書類が多い 41 17 11 13

その場での使用に応じて収納額が決定 19 0 7 12

入場料およびそれに類するもの 9 0 8 1

その他 66 7 3 56

２ 追加調査の結果
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３ 電子申請・電子収納の推進に向けた今後の方針

・電子申請・電子収納対応可能なものから計画的に技術的支援を実施

・アナログ規制全体の見直し 等

・収納を伴うすべての手続で１つ以上のキャッシュレス決済手段を導入
ア 電子申請・電子収納等を用いてキャッシュレス化
イ 窓口収納のキャッシュレス化（キャッシュレス端末の設置）

→キャッシュレス決済端末を設置した所属においても、場所や時間に制約がない電子
申請・電子収納の積極的な導入の検討

① 申請フォーム等の作成支援

② 電子化申請の阻害要因の解消

③ 公金のキャッシュレス収納の推進
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４ 電子申請・電子収納の推進体制

手続所管課

・しがネット受付サービスの利用拡大
・滋賀県インターネット利用による行政

手続等に関する条例

・アナログ規制全体の見直し
※ただし一部見直し対象外の手続あり

総務部 行政経営推進課総合企画部 DX推進課

・公金のキャッシュレス収納の推進
・収納方法変更に伴う会計事務の確立
・電子収納を伴う手続の電子申請化実

現状況に関する進捗確認

会計管理局 管理課
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関係３所属が情報共有・連携し、手続所管課を支援



令和６年
（2024年）度

令和７年
（2025年）度

令和８年
（2026年）度～

５ スケジュール

申請フォーム等の作成支援

電子申請の技術的支援
公金のキャッシュレス化

キャッシュレス決済手段の導入
電子化の阻害要因の解消

対面指導、添付書類等見直し

・アナログ規制の解除 等
（７「アナログ規制の点検・
見直しに係るスケジュール
（案）」参照）

・キャッシュレス決済端
末配付（R6.10月）

・収納を伴う全申請手続
についてキャッシュレ
ス収納手段の確保
（R8.3月）

・さらなるキャッシュレ
ス決済手段の導入拡大
の検討

・電子収納可能な手続を
114手続を目標に支援

・電子化の対応ができていな
い手続の、早急な移行を可
能にできるように支援
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●収入証紙廃止後の収納方法（検討中のものを含む）

№ 収 納 方 法

１ 電子申請・電子収納（しがネット受付サービス等）

２ キャッシュレス収納（担当課窓口に端末配布）

３ 納入通知書（事前調定）による金融機関・コンビニ等での収納

４ 納付書（HP等での配布）による金融機関での収納

５ web事前登録によるコンビニでの収納

６ 集中受付（管理課および各地域会計係の窓口）での現金収納

７ 現金書留・郵便為替による現金収納

６ （参考）収入証紙廃止後の収納方法
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推 進 体 制 庁 議 制度所管課

Ｒ
６
年
度

６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

１月

２月

３月

Ｒ７年度
以降

・例規改正の検討
・必要に応じて予算要求

方針案協議

照会②：見直し工程の検討
（フェーズ区分の決定）

通知発出（庁内・市町）

※国は令和６年６月にアナログ規制に係る見直し
（関連法令約１万条項）を完了する予定

照会①：規制項目洗出し

方針決定

照会結果の取りまとめ
結果報告

見直し工程表の取りまとめ
見直し工程案
協議

フォローアップ 適時、状況報告

先行してアナログ規制の見直しを実施しているモデル
自治体等の研究

アナログ規制見直しの全般的な方針案の検討
・点検・見直し対象とする規制項目
・見直し後のフェーズ区分(※)
※デジタル化の進捗の度合いについて、３段階に区分した
もの。例えば、「目視規制」の場合、①規制がある状態
→②情報収集の遠隔化等→③判断の自動化等

７ （参考） アナログ規制の点検・見直しに係るスケジュール（案）
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条例等における

規制の洗い出し

規制目的・趣旨ごとに類型化、

デジタル技術の適用段階を整理

見直し工程表の策定

見直しの実施

条例等における

代表的なアナログ規制

目視規制

実地監査規制

定期検査・点検規制

常駐・専任規制

対面講習規制

書面掲示規制

往訪閲覧・縦覧規制

FD等規制

書面・押印・対面規制

目視規制の中でも、健全度、
長さ、高さ等、基準への適合
性の判定を目的とするもの

調査

目視規制の中でも、土地や家
屋等、実態・動向等の明確化
を目的とするもの

巡視・見張

目視規制の中でも、施設や
建物といったインフラ等の
監視を目的とするもの

検査・点検・監査

Phase1

目視・実地監査規制

Phase2

情報収集の遠隔化、

人による評価

Phase3

判断の精緻化、

自動化・無人化

【目視規制の例】

●見直し工程表
策定

≪内容≫
・見直しの方向性

（要否）
・見直し後の

フェーズ区分
（到達点）

・見直し時期 等

見直しの実施

検査・点検・監査

８ （参考） アナログ規制の点検・見直しのイメージ

(R2年度実施)

類型 フェーズ
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